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輸血拒否権の構造と解釈
――韓国における「エホバの証人輸血拒否事件」を 

素材として――

牧　野　力　也　

１　はじめに

1.1　本稿の目的

　「エホバの証人輸血拒否事件」というと、わが国では平成12年（2000年）

の最高裁判決1）の端緒となった事件を指し、それは次のような事件として知

られている。

　「エホバの証人」の信者であった原告（60歳代の女性）は、宗教上の信念

に基づき無輸血での手術を被告である医師らに依頼した。医師らは、原告の

希望を聞いたうえで無輸血での手術が可能であると判断し、原告を患者とし

て受け入れた。ただし、患者の考える「無輸血」は、生命の維持よりも輸血

をしないことに優越する価値を認める「絶対的無輸血」であったのに対し、

医師らは輸血をする以外に救命手段が無い場合には輸血を実施する「相対的

無輸血」を治療方針としていたが、両者の間に輸血をめぐる治療方針につい

て明確な取り決めはなかった。手術の際、出血量が多かったため、輸血を実

1）　最判平成12年２月29日、民集54巻２号582頁。
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施しない限り原告を救命することはできないと判断した医師らは、本人やそ

の家族に説明することなく輸血を実施した。

　最高裁は、患者が宗教上の信念に基づく絶対的無輸血の意思を表明してお

り、かつ医師は当初からそれを知っていたという事実関係において、医師が

相対的無輸血の方針を患者に説明しなかったことは説明義務違反であり、患

者の人格権（輸血を伴う可能性のある手術を受けるか否かについて意思決定

をする権利）を侵害したと判示した。

　本件に関しては、最高裁の判示内容が簡潔であったこともあり、判決の論

理が及ぶ射程について現在でも活発な議論が続いている。なかでも、「輸血

をともなう医療行為を拒否する権利（以下、輸血拒否権とする）」の解釈に

ついては、憲法上の「自己決定権」と接続して一般化しうるのか、それとも

宗教上の信念に基づく意思決定だけに限定されているのか、そもそも生命に

対するリスクのある輸血拒否が権利として保護されうるのかといった点が問

題となっている。また、輸血拒否権の射程をどのように理解するかという問

題は、輸血拒否権に対応する医師の治療義務、裁量の範囲の問題へと発展し

うる。

　これらの問題に答えるためには、輸血拒否権の内容や射程について、より

詳細に説明する最高裁判決が現れるか、輸血拒否権の射程を類推しうる他の

「自己決定権」（例えば延命治療拒否権）に関する判例（の登場）を待つ必要

がある。もっとも、故竹中勲先生であれば、輸血拒否権の権利内容を明確化

し、「裁判所に対してその承認を迫りうるような精緻な」2）理論を構築するこ

とを目指されたであろう。筆者には残念ながらそのような能力が備わってい

ないが、輸血拒否権の権利内容を考える上で参考となる韓国の「エホバの証

人輸血拒否事件」3）について研究する機会を得たので、本稿で紹介しつつ韓

2）　竹中勲『憲法上の自己決定権』（成文堂、2010年）、19頁。
3）　韓国の「エホバの証人輸血拒否事件」について紹介した邦語文献として金祥洙「韓国法事情（168）

エホバの証人の信者の輸血拒否と医師の責任」際商42巻10号1620-1623頁（2014）がある。
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国の輸血拒否権の権利内容や射程について分析を試みたい。

　なお、後述（3.1.1）するように韓国の輸血拒否権（または生命にかかわる

自己決定権）の射程は、国家の生命保護義務との関係で範囲が画定されるた

め、主に公権力の介入を排除する消極的自由として発展してきた日本の「自

己決定権」理論との比較は慎重に行う必要がある4）。それでも輸血拒否権を

めぐる日本と韓国の判例理論は、どちらも「患者の輸血拒否権」と「患者の

救命に関する医師の治療義務、裁量」との関わりによって説き起こされてお

り、権利の構造としては非常に類似していると考えられる。したがって、韓

国における輸血拒否権の分析をすることは、日本国憲法上の「自己決定権」

の一つとして輸血拒否権の構造を考える上で有意義な比較対象となりうる。

　また、本稿で韓国の事例を参照する意義として、日本の事例の事実関係と

対照的な事例である点を挙げたい。韓国における「エホバの証人輸血拒否事

件」は、無輸血特約の下で手術を実施し、輸血が必要な局面で患者の輸血拒

否の意思を尊重して輸血を実施しないまま患者を死に至らしめたというもの

である。韓国の大法院（日本の最高裁判所にあたる）は、患者の輸血拒否の

意思を尊重して医師を免責したが、この結果に至る判断枠組は、日本の事例

で無輸血特約が成立していた場合の結果を考える上で参考になるだろう。

　以下では、事例の検討に入る前に、韓国における「エホバの証人輸血拒否

事件」の位置付けについて簡単に整理しておく。

1.2　韓国でエホバの証人信者の輸血拒否が問題となった事例

　韓国においてエホバの証人の信者による輸血拒否が問題となった事例は、

次章で紹介する事件を除いて３例存在する。しかしながら、それぞれの事件

の争点が大きく異なることや、事件の当事者が成年、未成年、新生児と様々

であること、意思表示の時期や主体などもまちまちであることなどから、す

4）　日本国憲法と保護義務論の適合性について疑問を挟む見解として、根森健「憲法上の人格権」
公法58号76-77頁（1996）。
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べての事例を比較して検討することは難しい。この３例についてはここでの

紹介にとどめたい。

⑴　大法院1980年９月24日、79도1387判決

　電撃性肝炎を患い腸内出血が見られた11歳の少女の治療に際し、母親がエ

ホバの証人の教義に反するという理由で輸血を拒否し、失血死させたことに

対して遺棄致死罪を適用した事例である。当該事件では、被告人である母親

の良心に基づく輸血拒否が「遺棄」なのか「不作為の殺人」なのかという構

成要件該当性の問題の他、「信教の自由」に基づく輸血拒否行為が違法性阻

却事由になりうるかが争点となった。

⑵　ソウル地方法院1996年10月９日、96나10996判決

　交通死亡事故による損害賠償事件である。事故車両に搭乗していた被害

者5）は、事故当時安全ベルトを締めておらず、事故後に宗教上の理由により

輸血を拒否して死亡した。判決では、これらの要因が事故による被害拡大に

つながったとして50％の過失相殺となった。

⑶　ソウル東部地方法院2010年10月21日、2010카합2341決定

　先天性の心臓疾患を持って生まれた女児に対して、医師は両親に心臓手術

（フォンタン手術）を提案したが、エホバの証人の信者である両親は無輸血

での手術を求めており、提案された手術を拒否した。病院側の説得にもかか

わらず両親の意思が変わらなかったため、病院側は両親による業務妨害を差

止める仮処分を裁判所に申請した。これに対して、裁判所は、生命権が「自

身の信仰に反する行為を強制されない自由」よりも優越するとして、両親に

よる子の輸血拒否が親権の濫用に当たると判断し、輸血行為の妨害を禁止す

る決定を行った。

5）　エホバの証人の信者であるかどうかは不明で、判決文にも宗教上の理由とだけ表記されてい
るが先行研究ではエホバの証人の輸血拒否事例として紹介されている。
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　上記の各事例については、いずれの事例についても輸血拒否の権利自体は

争点となっていなかったことが指摘できる。事例の（１）と（２）では、患

者による輸血拒否権自体がそもそも司法の俎上にはなく、事例（３）では、

患者が同意能力を持たない新生児であることもあって、裁判所は新生児を含

む未成年者が自己決定権の主体であることに触れつつも、輸血拒否の効力に

ついては親権の範囲の問題として処理している。もっとも、事例（３）は、

子の治療の選択に国（法院）が積極的に介入した事例として実務家の注目を

集めた6）。

　こうした中、2014年に大法院は、絶対的無輸血の特約を結んだ患者の手術

に際し、輸血を実施せずに患者を死亡させた医師に対する業務上過失致死事

件において、患者の自己決定権（輸血拒否という特定治療方法の拒否）を尊

重する判断を下し、医師の無罪を宣告した。エホバの証人の輸血拒否が問題

となった事例での大法院の判決は（１）に続いて２例目であるが、輸血拒否

権の解釈が問題となったのは初めてのことであった。なお、この事件では、

第１審から上告審まで一貫して輸血拒否権の解釈が争点となっており、いず

れも結論として患者の自己決定権に基づく輸血拒否を尊重して輸血を実施し

なかった医師を無罪としている。ただし、興味深いことに各判決の判示内容

はそれぞれ少しずつ異なっており、宗教上の理由に基づく輸血拒否というシ

リアスな問題に対して、審理の過程で徐々に理論が形成されていく様子を見

てとることができる。そのため、以下では、第１審、控訴審を含めて判示内

容を紹介し、それぞれの論点の整理と検討を行うこととする。

6）　오두진「의료상의 자기결정권 행사와 의사의 진료업무 조화의 법적인 문제－종교적인 이유

로 수혈을 거부하는 경우를 중심으로」생명윤리정책연구 ４권２호，2010，121-138면．他に
정정일「자녀를 위한 무수혈 치료법의 선택과 친권의 범위－서울동부지방법원 2010.10.21. 자 
2010카합2341 결정」법학논총 29권３호，2012，151-165면．
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２　韓国における「エホバの証人輸血拒否事件」

2.1　事実関係

2.1.1　手術までの経緯

⑴　被告人は、T 大学病院整形外科で人工股関節置換術などの業務（月10回

程度で無輸血での手術経験は多くない）に従事する医師で、本件において被

害者である訴外 A（事件当時62歳の女性）の手術を執刀した。A は、1974年

に右側股関節に結核性関節炎を患い手術を受けたことがあるが、その後骨盤

と大腿骨の癒着部位に痛みを生じていた。また、「エホバの証人」の信者で

あった A には、同じく信者である夫との間に１人の娘がいた。

⑵　A は「エホバの証人」の信者として、無輸血方式で右側股関節を人工股

関節に置換する手術を希望し、2007年11月ごろ、仁川、ソウル、釜山の大学

病院で手術が可能かどうか問い合わせをしたが、いずれの病院も、①多量の

出血が予想される手術であり、無輸血方式では死亡する可能性が高いこと、

② A が当時62歳という高齢であること、③ A の輸血を拒否する意思が固い

ことを理由に手術を拒否した。

　2007年12月ごろ、A は、T 大学病院整形外科において、先の３つの医療機

関において上記の理由で手術が断られた事実を明かしたうえで、被告人に無

輸血手術が可能か問い合わせた。診察の結果、被告人は、A の大腿骨と骨盤

の癒着の程度などから、手術をした場合多量の出血があると予想した。被告

人は、A に対する手術を実施するかどうかを決めるために、血液腫瘍内科に

無輸血での手術が可能かどうかを問い合わせ、可能であるとの返事を受け取

った。また、検査でも特別な異常は無かったため、被告人は A に無輸血で

の手術が可能であると返事をし、入院を許可した。
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⑶　A は、2007年12月17日、T 大学病院に対して次のような責任免除覚書を

提出した。すなわち「治療において、輸血や成分輸血を全面的に禁じて下さ

ることを、本覚書を通じてお伝えします。担当医療スタッフは治療途中で輸

血が必要だと感じるかも知れませんが、輸血を希望しないという本人の意志

は確かであり、仮に本人が無意識であってもこの方針は変わりません。本人

はエホバの証人身分であり、関連した問題を熟慮したうえで本医療的・宗教

的覚書を作成します。本人のこのような方針に従うことによって引き起こさ

れるすべての被害に対して、本人は病院および担当医療スタッフに民事・刑

事上のいかなる責任も問いません。」という内容であり、他の人の血液の輸

血（以下、他家血輸血）を拒否するという意思を明確に示すものであった。

⑷　T 大学病院麻酔科医師である訴外 B は、12月19日に、整形外科医の訴外
C とともに病室を訪れ、A および A の娘である訴外 D と面会し、手術の途

中で大量出血が発生する可能性があり、他家血輸血をしなければ死亡の可能

性が非常に高いと説明した。訴外 D は、廊下に出て A に聞こえない状態で
C に輸血が必要ならば他家血輸血をしてほしいと訴えた。

⑸　訴外 B は、12月20日の手術開始直前に再び A に他家血輸血を拒否する

意思が有効かどうかを確認したが、A は他家血輸血を強く拒否した。ただし

セルセーバーを用いた回収式自己血輸血や人工血しょうの使用には同意した。

2.1.2　手術の経過と起訴理由

⑴　被告人は12月20日午前11時ごろ手術を開始した。手術開始後、A の大腿

骨部と周辺の筋肉組織がＸ線写真で見た時よりもはるかにひどく癒着してい

ることを確認した被告人は、血管が破裂しないように注意して手術を進めた

が、大腿骨周辺にあった血管が破裂した。12時半ごろ、血管外科専門医であ

る訴外 E を呼んで血管縫合術を実施した。これによって、破裂した血管か

らの出血は減少したが、切断された大腿骨部とその周辺組織では引き続き出



同志社法学　72巻４号［通巻414号］（2020）516 （998）

血があった。通常人工股関節手術をする場合、300～500㏄程度の出血があり、

多い場合は1,000㏄程度の出血があるとされるが、A の場合、これをはるか

に超過する大出血があり、セルセーバーを利用して再び投与した血液だけで

も3,689㏄にも及んだ。

⑵　被告人は、訴外 C を通じて A の家族に A の状態を説明した後、他家血

輸血を実施する許可を求めた。これに対して「エホバの証人」の信者である
A の夫は他家血輸血を拒否したが、A の子は他家血輸血を強く望むなど家族

の間でも意見が交錯した。家族の一致した同意が得られなかったため、被告

人は病院スタッフを通じて「エホバの証人」連絡委員会に回答を要請したが、

急だったこともあり特段の回答を得ることができなかった。

⑶　出血が続いたため、被告人は14時50分ごろ手術を中断し、A を集中治療

室に移した。この頃には A の夫も他家血輸血に同意していたが、A に汎発

性凝固障害が起きており、他家血輸血を実施することはできなかった。その

後 A は21時30分ごろ多量失血による肺水腫で死亡した。

⑷　被告人は、①無輸血方式での手術が可能であると誤って判断した過失、

および② A の生命を保全するための他家血輸血を実施しなかった過失によ

る業務上過失致死罪で起訴された。

2.2　判旨

2.2.1　第１審判決の要旨

　第１審裁判所である光州地方法院は、以下のような判示により被告人を無

罪とした7）。

　まず、①無輸血方式での手術が可能であると誤って判断した過失の有無に

7）　光州地方法院2009年６月26日、2008고단2679判決。
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ついては、他の病院では無輸血方式での手術が困難であると判断したが、そ

のことを理由に A に対する手術が客観的に不可能だったと断定することは

できないこと、他の病院では類似したケースで無輸血での手術が成功した事

例があること、A の股関節周辺の癒着の程度は実際に手術を開始するまで正

確には分からないものであったこと、被告人が大量出血を予想してセルセー

バー、抗凝固薬、止血剤などの準備をしていたことを総合的に考慮すれば、

検察の提出した証拠だけで被告人の過失を証明することはできないとした。

　次に、②他家血輸血を実施しなかった過失については、以下のように述べ

ている。

　医師患者関係は、患者の状態に関する医師の判断とそれに基づく患者本人

の同意によって成り立つが、患者には憲法で保障された自己決定権がある以

上、医師の診療における裁量権は患者の自己決定権に反しない範囲でのみ認

められる。一方、患者の自己決定権にも憲法秩序、他者の権利との関係で内

在的限界がある。たとえば、自殺を目的とした治療方法を選択する権利は憲

法上許容されない。もっとも、患者が治療目的で行った選択であれば、たと

えそれが他の治療方法との比較で危険であると一般的に評価されるものであ

ったとしても尊重すべきである。

　宗教上の信念に基づいて患者が無輸血手術を選択した場合、生命に危険が

及ぶ可能性があるとしても、そのような患者の決定が憲法秩序から逸脱する

ものと評価することはできない。意思決定能力のある患者が医師から十分な

説明を受けた後に自らの価値観や宗教的信念に基づいて行った決定であれ

ば、医師はこれに従わなければならない。したがって、医師が患者の意思に

従って他家血輸血を除く他のすべてのとりうる手段を尽くした結果患者が死

亡したのであれば、そのような行為は刑法24条に定める被害者の承諾による

行為として違法性が阻却される。

2.2.2　控訴審判決の要旨

　第１審判決を受けて、検察は、被告人が被害者の状態を通常の場合とは明
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確に異なると認識しており、被害者のような状態の患者に対して無輸血方式

による手術をした経験がないにもかかわらず、漫然と無輸血手術が可能だと

判断した過失があること（事実誤認）、医師には患者の状態が悪化した場合、

患者の生命を助けるために輸血をしなければならない義務があるため、被害

者の承諾による行為として違法性が阻却されると判断した第１審判決には法

理誤解の違法があるとして控訴した。控訴審は以下のような判示により控訴

を棄却した8）。

　まず①無輸血方式での手術が可能であると誤って判断した過失の有無につ

いては、第１審が考慮した事情に加えて、被告人は通常の人工股関節置換手

術の経験が豊富である点、本件の手術が、他家血輸血をしないという点を除

けば、通常の人工股関節置換手術と同じである点、被告人が手術前に必要な

検査を実施し、他科のスタッフとも十分な協議を行ったうえで手術が可能で

あると判断した点、被告人は、手術中大量出血があった場合に備えて必要な

あらゆる措置を講じていた点、大学病院の医師である被告が、私的な利益や

名声のために手術を決定したとみなす特段の事情を伺い知ることができない

点を考慮すれば、被告人が間違った判断をしたものと結論することはできな

いとした。

　次に、②他家血輸血を実施しなかった過失については、第１審判決を支持

して以下のように述べている。

　自己決定権は憲法が保障する最高の権利の一つであるから、自己決定権の

行使によって他人の権利を明確に侵害したり、自身の生命を処分したりする

のではない以上、自己決定権の行使は最大限保障されるべきであり、これに

対する制限は非常に厳格なものでなければならない。そして患者の自己決定

権の行使が、医師の一般的な義務、すなわち国家の生命権保護義務に基づく

患者の救命義務などと直接衝突する状況が発生した場合には、原則的に患者

の自己決定権行使を医師の義務より優位するものと見るべきである。このよ

8）　光州地方法院2009年12月２日、2009노1622判決。
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うな患者の自己決定権が信仰に基づいているならば、より一層高い水準で保

障されなければならない。

　本件で患者が自己決定権に基づいて選択した治療方法に対する決定は、非

常に一身専属的なもので厳格に保護されるべきである。患者本人でない医療

スタッフや患者の家族は、患者が決めた治療方法より適切で安全な治療方法

が存在するという理由だけで、その治療の実施前あるいは実施途中において、

治療方法を患者の同意なく任意に変更することはできない。このような原則

は、患者の手術途中で、患者死亡の危険性が増大するような事情が発生した

としても変更されるものではない。

　結局、医師の適切な説明義務の履行と患者の自発的で真摯な意思に基づく

決定という要件を備えている場合、医師の手術行為（広義の治療行為）は、

刑法第24条によりその違法性が阻却される。当初予想できなかった事情の変

化によって、患者の意識がない状態で治療方針を変更する必要が生じた場合、

医師としては時間的、場所的、方法的に可能な範囲で患者の意思に沿った治

療方法を決定するべきことになる。その過程で結果として不作為が成立し、

患者本人が死亡する結果になったとしても、刑法20条に定める正当行為とし

て違法性が阻却される。

2.2.3　大法院判決の要旨

　控訴審判決を受けて検察は、患者の自己決定権に関する法理誤解の違法が

あるとして上告した9）。大法院は以下のように判示して上告を棄却し、被告

医師の無罪が確定した10）。

9）　被告人が無輸血方式による A の手術が可能だと判断した過失については、上告理由書提出期
間を過ぎた後に上告補充理由書として提出されたため、適法な上告理由とはならず、職権で上
告理由と認める必要もないと判断され、大法院の審判対象には含まれなかった。

10）　大法院2014年６月26日宣告2009도14407判決。



同志社法学　72巻４号［通巻414号］（2020）520 （1002）

⑴　診療契約に伴う診療義務の内容

　患者が医者に診療を依頼し、医師がその依頼に応じて治療行為を開始する

場合に医師患者間には診療契約が成立する。契約当初の診療内容および範囲

は概括的で抽象的であるが、その後の患者の健康状態などにより診療内容は

具体化されていくため、医師は医療水準および自らの知識経験に基づき適切

と判断される診療方法を選択できる相当な範囲の裁量を持つ。もっとも、手

術のような身体侵襲をともなう医療行為を選択する場合、医師は、患者の症

状、医療行為の内容および必要性、予想しうる危険などに関して、当時の医

療水準に照らして相当と考えられる事項を説明し、その必要性や危険性を十

分に考慮した患者から診療行為に対する同意を受けなければならない。

　患者の同意は、憲法10条に規定される個人の人格権と幸福追及権によって

保護される自己決定権に基づくものであり、患者は自身の生命と身体の保全

の仕方について自ら決定して医療行為を選択することができる。すなわち、

診療契約によって提供される診療内容は、医師の説明と患者の同意によって

具体化されているといえる。

⑵　診療の選択および拒否とその限界

　自己決定権および医師患者間の信頼関係を基礎とする診療契約の本質に照

らして、強制診療を受けなければならないなどの特別な事情がない限り、患

者は自由に診療の有無を決定でき、締結された診療契約を解約することがで

きる。さらに診療契約を維持する場合でも、患者の自己決定権が保障される

範囲内で患者は具体的な診療行為の内容を選択し、その内容の変更を要求す

ることができる。この場合原則として医師は患者の要求を受け入れて、他の

適切な診療方法の有無を検討しなければならない。

　とはいえ、人間の生命保護は、憲法に規定されたあらゆる基本権の前提と

もいえる基本権であるため、医師は、たとえ患者が要求したとしても、患者

の生命と直結する診療行為を中断したり患者の生命維持のために必要な診療

行為を除外したりすることについては、きわめて制限的かつ慎重に判断すべ
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きである。

⑶　患者の自己決定権と輸血拒否

　診療開始に先立ち患者が具体的な診療行為を拒否している場合、特別な事

情がないかぎり医師はその診療行為を強制できない。しかし、回復可能性が

高い緊急医療状況において患者の生命と直結した治療方法の選択を回避する

のは原則的に許されない。

　ただし、患者の自己決定権も人間としての尊厳と価値および幸福追求権に

基づく最も本質的な権利であるため、特定の治療方法を拒否することが自殺

を目的とするものでなく、かつそれによって第三者の利益が侵害されること

もなく、自己決定権の行使が生命と対等な価値を持つ憲法的価値に基づいて

いると評価されるなどの特別な事情がある場合は、このような自己決定権に

よる患者の意思は尊重されるべきである。

　患者が輸血拒否の意思を明示的に示しており、輸血しないことを前提とし

て患者の承諾を受けて手術したものの、手術の過程で輸血をしなければ生命

に危険が及びうる緊急事態になった場合には、医師は原則として患者の生命

を保全するために必要な輸血方法の選択を考慮しなければならない。しかし

一方で、患者の自己決定権を尊重すべき義務が、患者の生命保護に匹敵する

価値を持つと評価される場合には、これを考慮して診療行為を行わなければ

ならない。

　輸血を拒否する患者の自己決定権が生命と同等の価値を持つかどうかは、

患者の年齢、知的能力、家族関係、輸血拒否という自己決定権を行使するこ

とになった背景や経緯、輸血拒否の意思が一時的なものか、長期間持ち続け

てきた確固たる宗教的、良心的信念に基づくものか、患者が輸血を拒否する

ことが実質的に自殺を目的とするものと評価されるか、さらに他の第三者の

利益を侵害する恐れはないかなど、諸般の事情を総合考慮して判断すべきで

ある。

　患者の生命と自己決定権を比較較量するのが難しい特別な事情があると認
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められる場合、医師が自身の職業的良心に従って患者の両立し難い二つの価

値のうちのどれか一つを尊重する方向で実施した行為は処罰することができ

ない。

⑷　輸血拒否に関する患者の自己決定権行使の前提および医師の注意義務

　上記のように判断するためには、医師の適切な説明義務の履行と患者本人

による自己決定権の行使の過程にいかなる瑕疵も存在してはならない。すな

わち、医師の適切な説明とそれを理解した患者の真摯な同意が存在し、手術

に際しては自己決定権行使の前後で予想された範囲内の状況が発生している

べきである。

　医師は、一般的な手術方法を選択した場合よりも危険な方法を患者が選択

した場合には、手術を実施する必要性に関してより一層注意を払い、手術を

実施することが患者のための最善の診療方法なのかを慎重に判断する注意義

務がある。手術をする場合でも、その当時の医療水準で危険を最大限減らす

ことができる事前の準備や施術方法を選ぶよう努力するべきであり、また、

手術の過程で予想とは異なる事情が生じたことにより、危険発生のおそれが

現実になった場合は、果たして危険を押し切ってまで手術を継続することが

患者のための最善の診療方法なのかを再び判断すべきである。

⑸　上告理由について

　自己決定権の行使は、特別な事情がある例外的な場合に限って生命と対等

な価値を持つものと評価される。控訴審の判断理由において、患者の自己決

定権行使が医師の一般的な義務、すなわち国家の生命権保護義務に基づく患

者の救命義務などと直接衝突する状況が発生する場合には、原則的に自己決

定権の行使を医師の義務より優位に置くべきであると説示した部分は適切と

は言い難い。

　もっとも、控訴審判決における論拠は概して輸血の拒否に対する患者の自

己決定権行使にともなう医師の注意義務に関する法理に相応するものであ
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り、本件の場合患者の生命と自己決定権を比較較量するのが困難な事情があ

ると認められるので、他家血輸血をしなかったという事実をもって被告人が

医師としての注意義務を尽くさなかったと見ることはできない。したがって、

第１審判決を維持した控訴審の結論を支持する。

３　検　討

3.1　輸血拒否権の解釈

　「エホバの証人輸血拒否事件」をめぐっては、輸血拒否権の解釈が問題と

なるのは日本も韓国も同じであるが、輸血拒否権の根拠となる法的権利に関

しては「人格権の一内容」とする日本と「患者の自己決定権」とする韓国と

では少なからぬ差異があると思われる。そのため、輸血拒否権の検討に先立

ち韓国における患者の自己決定権の位置付けと内容について確認する。

3.1.1　患者の自己決定権の位置付け

　韓国では、憲法10条に規定された「人間の尊厳と価値および幸福追求権」

から導出される自己決定権が、学説や判例において広く認められている11）。

自己決定権は「一般的人格権」のうち「個人の人格と不可分な関係にある要

素」を含み、「人格の自由な発現」を保障する権利と理解されている12）。患

者の自己決定権は、自己決定権の一つとして通説および判例で認められてい

るもので、医師患者間で結ばれる診療契約にともなって生じる「医師の説明

を聞き十分に考慮した患者が診療について意思表示を行う権利」13）であ

11）　한국법제처편『헌법주석서Ⅰ（제２판）』，2010，348면を参照。
12）　「人格」に含まれる要素については学説上議論があるが、憲法裁判所および大法院の判例で

は患者の自己決定権の他にも以下のような要素が認められている。①自己運命決定権、性的自
己決定権（憲裁1990年９月10日、89헌마82決定）、②個人情報自己決定権（憲裁2005年５月26日、
99헌마513決定）、③消費者の自己決定権（憲裁1996年12月26日、96헌가18決定）、④延命治療
中断の自己決定権（大法院2007年５月31日、2005다5867判決）。

13）　大法院2002年10月25日、2002다48443判決。
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る14）。患者は、強制診療を受けなければならないなどの特別な事情がない限

り、自ら自由に治療を受けるか否かを決定でき、締結された診療契約を解約

することができる（民法689条１項、委任の相互解約の自由）。さらに、患者

の自己決定権が保障される範囲内であれば、患者は医師によって提供される

具体的な診療行為の内容を選択したり、内容の変更を要求したり、すでに開

始された治療行為の中止を決定することができる。その場合は、原則として

医師は患者の要求を受け入れなければならず、患者が治療を拒否したり変更

を希望したりする場合には、次善の診療方法を検討する必要がある。

　もっとも、診療契約において患者は診療内容を自由に自己決定できるとは

いえ、無制約に自己決定権を行使することが認められるわけではない。通常、

自己決定権は、他の憲法価値と調整する必要がある場合や、他者の権利を侵

害する場合に制約を課される。患者の自己決定権の場合、前者は生命権であ

り、後者は医師の裁量である。

　生命権は、韓国憲法上に明示されてはいないものの、あらゆる基本権の前

提となる重要な基本権の一つとして認められており15）、国家は国民の生命を

保護する義務を負う。この生命権との関係によって、患者の自己決定権は内

在的な制約に服することになる。すなわち、「自殺」のように自ら生命を放

棄する自己決定は、憲法上の権利としての保護を受けず、「死ぬ権利」も認

められないため、患者が他者に対して自殺ほう助を要請することも許されな

い16）。

　医師の裁量とは、医師が患者の診療に際して有する医療上の裁量のことを

14）　患者の自己決定権の具体的内容に関しては、①情報提供を求める権利、説明を聞く権利、②
身体侵襲を伴う医療行為の同意権、③治療法・手術方法等を選択する権利、④転院に関する権
利、⑤別の医師に意見を求める権利、⑥診療記録などを閲覧、謄写する権利として整理されて
いる。詳しくは、박태신「환자의 자기결정권의 한계에 관한 연구―여호와 증인의 수혈거부사

건을 둘러싸고」연세법학 제26호，2015，247-251면を参照。
15）　憲裁1996年11月28日、95헌바１決定。
16）　患者の家族の要請に応じて回復可能性の高い患者の生命維持治療を中断した医師に「殺人ほ

う助罪」が適用されたことがある（大法院2004年６月24日、2002도995判決）。また、医師が患
者の自殺を幇助した場合は自殺ほう助罪（刑法252条）が適用される。
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いう。医師が専門家としての立場から適切な忠告または提案をすることは、

患者の自己決定権を侵害するものではなく、むしろ専門家としての医師の責

務を果たすことになるとされる。しかし、患者が医師の医学的判断に反する

ような治療方針を選択しようとした場合に、患者の自己決定権を侵害しない

医師の裁量の範囲が問題となりうる。

　ここで「輸血拒否」に関する制約について見てみると、生命権との関係で

は、患者の生命に対するリスクのある輸血拒否を自己決定権の一つとして認

めうるのか。また、患者の命にかかわる場面でも輸血拒否権は尊重されうる

のかが問題となる。医師の裁量との関係では、医学的合理性に反する輸血拒

否の意思を有する患者に対して、インフォームド・コンセントや具体的診療

の過程で医師に求められる注意義務が問題となる。

3.1.2　第１審および控訴審判決における解釈

　この点について、当該事件の第１審裁判所は、患者の自己決定権が「患者

自身の生命の維持に資すると考えられる方向で行使されなかったとしても、

その決定が患者自身の固有の信念や価値観に基づくものであるならば、人間

としての尊厳という根源的な価値に反するものではない」という理由によっ

て、「それが直接に死を目的とするものでない限り」、「医師は患者の決定に

従わなければならず、患者の利益に適うという理由だけで患者が選択してい

ない他の治療法によって診療をしてはならない。患者に医療行為の自己決定

権がある以上、医師の診療における裁量権は、患者の自己決定権に反しない

範囲内でのみ認められるからである」と説示した。つまり、自殺や安楽死な

どの例外的な場合を除き17）、患者には輸血拒否のような生命に対するリスク

の高い診療方針を選択する権利が保障されていることになる。もっとも、医

17）　死をめぐる自己決定に関しては、回復可能な生命を自ら放棄すると解釈される積極的安楽死
や間接的安楽死の自己決定は保護されず、回復可能性が失われた局面での延命治療中断の自己
決定のみが保護されることになる。詳しくは、拙稿「「患者の自己決定権」の憲法上の定位に
ついて―韓国における患者の自己決定権に関する議論を参考に―」憲法理論研究会編『展開す
る立憲主義』（啓文堂、2017）231-244頁。
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師には患者の決定に絶対的に従う義務はなく、情報提供や対話を通じた説得

は可能であり、場合によっては転院勧告もできるとされるが18）、少なくとも

輸血をともなう治療を拒否する機会を患者から奪うような裁量は認められな

い。

　控訴審裁判所は、第１審の解釈をさらに押し進めるかのような解釈を提示

した。曰く「患者による治療方法の選択は、その治療方法が最善であるかど

うかに関わらず、それ自体が患者自身の生命および幸福のための権利であ

る」。したがって「患者の自己決定権の行使が、医師の一般的な義務、すな

わち国家の生命権保護義務に基づく救命義務などと直接衝突する状況が発生

する場合には、原則として患者の自己決定権を医師の義務より優位に位置づ

けるべき」であり、さらに患者の自己決定が信仰に基づく場合は、「より一

層高い水準で保障されなければならない」。「患者が自己決定権に基づいて選

択した治療方法は、厳格に保護されるべきものであり、非常に一身専属的な

ものであるため、患者本人ではない医療スタッフや患者の家族が、患者が決

定した治療方法より適切で安全な治療方法が存在するという理由だけで、そ

の治療の実施前あるいは実施途中に患者本人の同意を得ることなく変更する

ことは許されない。このような原則は、患者の手術中、患者が死亡する危険

性が増大するような事情が生じたからといって変更することはできない」。

なぜなら「万が一、患者の自己決定権より医師の一般的な義務を優位に位置

づけることがあれば、結果的に国家がパターナリスティックに個人を客体化

してしまうことになり、個人の自己決定権だけでなく憲法上の人格権や幸福

追求権などを深刻に侵害する結果になる」からである。

　このように、第１審判決から控訴審判決までの患者の自己決定権の解釈か

らは、患者の自己決定を制限しうる医師の裁量の余地を厳しく制限するよう

な意図が見てとれる。ひとたびインフォームド・コンセントが有効に成立し

たならば、医師は、患者の生命にかかわる状況においても、医師の最善の治

18）　박태신，앞의（14）논문，254면．
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療方針とは異なる患者の意思を尊重することが求められる。患者の自己決定

権の保障という観点では非常にシンプルな考え方ともいえるが、実際に患者

の生命に対する危険性が高まった状況でも患者の意思を尊重することが医師

には求められるのだとすれば、医師患者関係のあり方としては、いささか「硬

直的」過ぎるようにも思える。いずれにしても、「控訴審判決は、応急状況

でも患者の決定を尊重してきた医療行為の法的有意味性を再確認するもので

あると同時に、医師が施術に際して躊躇してしまうことで患者の生命保全の

機を逸してしまうことを防ぐことに貢献する」19）という実務家の評価からも

分かるように、第１審および控訴審における輸血拒否権の解釈は、医療の現

場で慣習的に形成されてきた患者の自己決定権の重みを感じさせるものであ

った20）。

3.1.3　大法院判決における解釈

　これに対して大法院は、控訴審の解釈を「適切とは言い難い」として否定

し、輸血拒否権に関する従来とは異なる解釈論を展開した。大法院の輸血拒

否権に対する考え方は、以下で分析するように、⑴輸血拒否に対する原則、

⑵輸血を拒否する患者の自己決定権が生命と対等な価値を持つと評価される

場合、⑶患者の生命と自己決定権を比較較量するのが難しい特別な事情があ

ると認められる場合に分けて検討すると分かりやすい。

⑴　輸血拒否に対する原則

　大法院はまず、「人間の生命は憲法に規定されるあらゆる基本権の前提と

して機能する基本権の中の基本権」であることを先に強調し、「医師は、国

民の健康な生活の維持に尽くす使命を持って医療任務を遂行するべきであ

19）　오두진，앞의（6）논문，135-136면．
20）　医師が患者の決定に従わざるを得ないという医療慣行については、延命治療の中断が問題と

なった「ポラメ病院事件」（大法院2004年６月24日、2002도995判決）の際に、医師が患者の家
族の要請に従って退院を認める「医学的勧告に反する退院」が1980年代以降の医療現場で珍し
くなかったという指摘とともに言及されている。
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り、患者に最善の医療サービスを提供すべき義務を負う」とした。そして、

「たとえ患者が要求したとしても、患者の生命と直結する診療行為を中断し

たり、患者の生命維持のために必要な具体的な診療行為を診療方法から除外

したりすることについては、きわめて制限的かつ慎重に判断しなければなら

ない」ことを前提に、患者の自己決定権について「生命に危険が発生しうる

応急状態になった場合に、患者の生命を保全するために避けられない輸血方

法の選択を考慮することが原則である」とした。つまり、患者が輸血拒否の

ような生命にかかわる選択をする意思を有している場合は、患者の生命保護

を優先させることで患者の自己決定権を制限するとともに、医師には通常よ

りも「制限的かつ慎重に」診療方法を検討する注意義務が課される21）。また、

実際に患者を救命するために輸血が必要な局面になった場合は、医師は原則

として輸血を実施しなければならない。

⑵　輸血を拒否する患者の自己決定権が生命と対等な価値を持つと評価さ

れる場合

　一方で、大法院は「患者の自己決定権を尊重すべき義務が、患者の生命保

護に匹敵する価値を持つと評価される場合には、これを考慮して診療行為を

行わなければならない」として、患者の自己決定権に対する配慮も見せてい

る。患者の輸血拒否の意思が生命と同等の価値を持つほど重要なものである

ならば、医師は、患者の意思を尊重して無輸血での治療を検討することが義

務付けられるのであり、そのための説明義務を怠ったり緊急時に無断で輸血

を実施したりすることは、患者の自己決定権を侵害することにもなり得

る22）。

21）　患者が危険をともなう治療方法を選択した場合に医師には加重された注意義務が生じるとさ
れるが、その注意義務の具体的な内容について大法院は言及していない。

22）　韓国刑法上専断的治療行為を処罰する規定はないが、身体侵襲をともなう医師の行為が違法
性を阻却されるのは被害者の承諾原理によるため、患者の自己決定に反する治療行為は正当化
されない。この点については김혁돈「무수혈수술과 자기결정권에 관한 소고― 대법원 
2014.6.26. 선고 2009도14407 판결을 중심으로」법학논고47，경북대학교 법학연구원，2014，
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　いかなる場合に輸血を拒否する患者の意思が生命と同等の価値を持つと考

えられるかという点については、大法院は「患者の年齢、知的能力、家族関

係、輸血拒否という自己決定権を行使することになった背景や経緯、輸血拒

否の意思が一時的なものか、長期間持ち続けてきた確固たる宗教的、良心的

信念に基づくものか、患者が輸血を拒否することが実質的に自殺を目的とす

るものと評価されるか、さらに他の第三者の利益を侵害する恐れはないかな

ど、諸般の事情を総合考慮して判断すべき」としている。

⑶　患者の生命と自己決定権を比較較量するのが難しい特別な事情がある

場合

　他方、「患者の生命の価値と自己決定権の価値を比較較量することが難し

い特別な事情がある」場合について、大法院は、「医師が、自身の職業的良

心に従って患者の両立し難い二つの価値のうちの一つを尊重して行った行為

に対しては処罰することができない」と述べている。つまり、「患者の輸血

拒否の意思を尊重すること」が「患者の生命の保護」と等価であると判断す

ることが難しい局面では、医師自身の価値観や信念にもとづいて行動したと

しても、行動の結果については違法性が阻却されることになる。仮に患者の

生命保護を優先して輸血を実施したとしても、それは輸血拒否権の不当な侵

害ではなく医師に許された裁量として許容されるのである23）。

　従来の判例の考え方によれば、自殺や安楽死などの例外的な状況を除けば、

適切にインフォームド・コンセントが成立した状況において、医師の裁量や

治療義務は患者の自己決定権よりも劣位するとされてきた。輸血拒否は生命

256면を参照。
23）　ただし、実際に患者の生命に危険が及んだ状況では、医学的合理性に反する患者の自己決定

を、患者の生命以上に優先する医師は多くないように思われる。そうだとすると、優先すべき
価値が複数考えられる状況（患者の生命か自己決定か）に直面した医師は容易に患者の生命の
保護を優先することになろう。つまり、現実では「患者の生命保護」という理由によって患者
の自己決定権の価値が相対的に弱化する恐れもある。この点については、김민규「여호와의 
증인 신자의 수혈거부와 자기결정권의 한계」家族法研究第29巻１号，2015，329면でも同様の
指摘がなされている。
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にかかわる自己決定ではあるが、死そのものを目的とした自己決定ではない

ので、患者の輸血拒否の意思は原則として尊重しなければならないことにな

る。しかし、大法院の考え方によれば、患者の輸血拒否の意思は、医師の職

業的良心との間で相対化される場面もあるということになる。少なくとも大

法院は、患者の生命にかかわる局面で、医師に対して患者の自己決定権を尊

重するか、あるいは生命保護を優先するかという裁量の余地を認めたものと

見ることができる。

⑷　小　括

　患者が輸血を拒否しても、命にかかわる場合には生命保護が優先される。

患者の輸血拒否の意思が、患者の生命を保護することと同等の価値を持つ場

合は、患者の自己決定権が尊重される。両者の価値の比較が困難な場合には、

医師は自身の裁量で輸血を実施してもしなくても良い。このように考えると、

大法院による輸血拒否権の解釈は、患者の自己決定権に配慮をしつつも、従

来の判例の考え方よりは、明らかに患者の生命保護に重心を置いていること

が分かる。

　ところで、輸血拒否の意思が「絶対的無輸血」を含むかどうかについて大

法院は明言していないが、「輸血をしなければ生命に危険が及びうる緊急事

態になった場合には、医師は原則として患者の生命を保全するために必要な

輸血方法の選択を考慮しなければならない」としていることや、「危険発生

のおそれが現実になった状態で、その危険を押し切ってまで手術を継続する

ことが、患者の自己決定権に基づく診療だと簡単に断定してはならない」と

しつつ最終的な輸血の実施を医師の裁量にゆだねていることから考えると、

絶対的無輸血特約は実質的に成立しえないようにも思われる。学説でも、こ

の点については、絶対的無輸血特約の成立を否定する見解24）があるが、一

24）　김천수「患者의 自己決定權과 醫師의 設明義務」서울대 박사학위논문，1994，234면．ここ
では、生命と身体に対して利害関係を持つのは本人だけでなく、家族や国家なども関わるため、
自らの生命を諦める絶対的無輸血は許容されない、最小限の道徳律、最小限の社会的利益や公
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方で、後述するように無輸血での治療の選択肢が広がった現在では、他家血

輸血をしないという意味での絶対的無輸血特約は成立しうると考えることも

できよう25）。

　以上の分析から、大法院判決によって明らかになった輸血拒否権の要点を

整理すると次のようになる。①輸血拒否権は、患者の自己決定権の一つとし

て、輸血拒否が患者にとって自身の生命の価値と同等と言えるほど重要な場

合に最大限の保護を受ける。なお、その射程は宗教的理由による輸血拒否に

限定されない。②輸血拒否権は、患者にとって輸血を拒否することが自身の

生命の価値と同等と言えるほど重要な場合を除いて国家の生命保護義務によ

る制限を受ける。

　また、輸血拒否権に対応する医師の治療義務、裁量の範囲については、次

のように整理できよう。①医師は、輸血拒否の意思を有する患者の診療に際

して、通常よりもいっそう高度な注意義務が課される。②医師は、患者の明

示的な輸血拒否の意思表示がある場合でも、患者が命を懸けて輸血拒否の意

思を示しているのかどうか見極めるのが難しい局面では、輸血を実施しても

しなくても免責される。

3.2　当該事件に対する評価と事件の周辺

　当該事件において大法院は、患者の自己決定権の理論の発展にともなって

拡大傾向にあった権利保障のあり方に歯止めをかけ、より制限的な権利とし

て捉えなおす解釈を提示した。このことは学説でも「患者の自己決定権を患

者の立場で比較的広範に認め、かつ、その決定権を行使する際に効力の優越

性を認めてきた原審判決を含む既存の判決とは異なり、一定の範囲内で自己

共の福祉を阻害するような自己決定権は認められないといった理由で無輸血特約の成立を否定
している。

25）　김혁돈，앞의（22）논문，247면．「無輸血特約の目的が自傷や自殺ではなく、ただ自身の人
生観や宗教観によって輸血を拒否しているだけならば、患者は生きる意志を持ち続けているの
であり、輸血を除く他の治療方法も可能であることを考えると、絶対的無輸血特約それ自体が
無効だということはできない」としている。
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決定権の限界ないし原則を設定したという点に意味がある」26）と評価されて

いる。また、「患者の明示的な輸血拒否の意思表示がある場合でも、これを

制限しうる基準について言及している点で、患者の自己決定権の行使に関し

て試金石となりうる」27）という評価からも分かる通り、輸血拒否の意思が明

示的に示されている場合でも、医師の裁量の余地を認めることで、医学的合

理性に反する輸血拒否という患者の自己決定に対する「医師にとっての自由

な領域」28）を見出すことになった29）。

　大法院がこのような判断を行った背景には、学説の影響もあったのではな

いかと思われる。2009年に控訴審判決が出て以来、2014年の大法院判決まで

の間、学説では輸血拒否権に関する従来の判断枠組を見直す傾向が見られる

ようになった。それは例えば「輸血拒否の問題を患者と医師間の「対立」ま

たは「衝突」の問題として見るのではなく、患者の自己決定権行使と医師の

診療業務間の「調和」問題として、肯定的かつ建設的な観点で検討すべきで

ある。なぜなら、患者と医師両者とも、明確に治療という同じ方向を向いて

いるからである」30）という見解や、「従来のエホバの証人の輸血拒否にとも

なう刑事責任の理論枠組は、エホバの証人である患者の医療的自己決定権と

医師の治療権を相互「対立」ないし「衝突」の関係として理解してきたこと

に問題がある」31） という見解に見られるように、輸血拒否権の範囲を画定し

てきた患者の自己決定権と医師の治療義務という二つの法的根拠の関係を見

直そうというものであり、あたかも伝統的な患者の自己決定権の理論枠組か

ら輸血拒否権を分離、再構成しようとする試みのようであった。

26）　박태신，앞의（14）논문，257면．
27）　김혁돈，앞의（22）논문，236면．
28）　원형식「환자의 수혈거부와 자기결정권의 한계―대법원 2014.6.26. 선고 2009도14407 판결

을 중심으로」刑事法硏究 Vol.28 No.1，2016，202면．
29）　この点に関連して、患者にとって両立の難しい二つの価値が対立している場面での手続や判

断を最終的に医師の裁量の問題に帰結させたことについては疑問を呈する立場もある。例えば、
김민규，앞의（23）논문，328면．

30）　오두진，앞의（6）논문，122면．
31）　김재윤「여호와의 증인의 자기결정권에 따른 수혈거부와 의사의 형사책임」법학논총 Vol.33 

No.3，전남대학교 법학연구소，2013，200면．
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　医学的専門的見地から患者を治療しようとする
4 4 4 4 4 4 4 4

医師に対して、治療を拒否
4 4 4 4 4

できる
4 4 4

患者の自己決定を対峙させて、憲法上保障される自己決定権を根拠に

医師のパターナリスティックな介入を排除し、医師患者間における診療方針

の選択の主導権を患者の側に取り戻そうとする考え方は、「自分のことは自

分で決める」自己決定権の考え方に基づいている。専門家である医師が素人

である患者に恩恵的に治療を施すという「医療の現場でのパターナリズムが

社会の一般的な傾向」32）だとするならば、患者が自らの「生き方」として治

療方法を選択決定する「自己決定権」概念は決して無意味ではない。しかし、

医療上の患者の選択は、医師、患者、家族などの関わりの中で決定されるも

ので、自己決定の主体と客体（国家、権力、集団など）の構造的な対抗関係、

緊張関係の下で意義を求めてきた「自己決定権」概念になじみにくい部分が

あるのも確かである33）。輸血拒否を例にとると、輸血拒否は治療拒否そのも

のではなく、輸血をともなう治療の拒否であり、輸血という方法を採らない

治療の選択なので、医師の助力なしには患者の望む治療という結果は得られ

ない。医師の裁量を一方的に排除して患者の意思を強調するかのような論理

は、かえって患者の死を肯定するようで説得力を欠いている。また、刻一刻

と変化する患者の治療状況において、当初の患者の期待とは異なる状況が発

生したにもかかわらず、当初の患者の自己決定を尊重しようとすることが果

たして「患者の自己決定権」を尊重することにつながるのかという疑問もあ

る。

　一方で、医療技術の進歩にともない「他家血輸血が生命を保障する唯一の

方法ではない」34）という認識が広がったことで、この時期には医療者の間か

32）　清水正之「生命倫理の場としての日本―社会的合意と自己決定をめぐって」小原信編『日本
社会と生命倫理』（以文社、1993）25頁。なお、韓国でも同様の指摘がある。詳しくは、박태신，
앞의（14）논문，244면．

33）　樋口範雄「患者の自己決定権」『自己決定権と法』（岩波書店、1998）72-73頁。ただし、筆
者は、尊厳死問題において「自己決定権」が歯止めの役割を果たすため、また意思能力を欠く
患者の「自己決定」を尊重するためにも、患者の自己決定権を憲法上の権利として位置づけ、
権利の射程に関する憲法理論を構築する必要があると考えている。

34）　김재윤，앞의（31）논문，200면．
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らも患者の自己決定権を尊重しながら治療を進めることについて前向きな意

見が提起されている。すなわち「エホバの証人の患者は、自身の宗教的信念

により輸血を拒否する権利を持っているので、医療者は倫理的、法的、医学

的知識をもって状況を把握すべきである。患者が自身の命を担保にして輸血

を拒否したとしても、自身の生命を諦めようとしているのではないというこ

とを忘れてはならない。患者との十分なコミュニケーションを通じて、彼ら

が許容する治療の範囲を確認し、単純に輸血を強要するのではなく、様々な

無輸血療法を試みることで、患者にとっての最善を実現するために努力しな

ければならない」35）というものである。医師にとっては、不足した血液成分

を補充するという輸血の目的を果たす方法が、他家血輸血に限定されなくな

ったことで、患者の生命を保護しながら患者の意思を尊重する選択肢が広が

ったことになる36）。輸血拒否の問題は、患者の「人格」を尊重しながら、生

命を保全する医師の「良心」にも配慮をするという新たな局面を迎えている。

大法院が、「患者が輸血しない診療方法を選択したとしても、それは生命に

対する危険が顕在化しないという前提ないしは期待の下での決定である可能

性が高いため、危険発生のおそれが現実になった状態で、その危険を押し切

ってまで手術を継続することが、患者の自己決定権に基づく診療だと簡単に

断定してはならない」と述べて控訴審判決から距離を置いたことも、こうし

た議論を意識してのことと思われる。

3.3　わが国への示唆

　以上、韓国における輸血拒否権の解釈について検討した。この結果から、

わが国の「エホバの証人輸血拒否事件」についていかなる示唆が得られるか

35）　Taek-Rim Yoon, Kyung-Soon Park, et al. Hip Joint Surgery without Transfusion in Patients 

Who Were Jehovah’s Witnesses-A Report of Two Cases-, J Korean Hip Soc 22 （4）, 326, 2010.
36）　2016年に韓国保健福祉部疾病管理本部と大韓輸血学会によって公表された「輸血ガイドライ

ン（第４版）」によると、「輸血を拒否する患者の手術時は、出血を最小化して、患者が受け入
れることができる治療について、あらかじめ決定しておくことが推奨」（３頁から引用）され
ている。
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考察する。

3.3.1　輸血拒否権の構造についての示唆

　まず指摘できるのは、大法院による輸血拒否権の解釈が、患者の自己決定

権と生命保護という二つの価値を「調和的」に考慮したものである、という

結論から得られる示唆であろう。

　わが国の「エホバの証人輸血拒否事件」では、控訴審（東京高裁平成10年

２月９日判決）は、いわゆる「自己決定権論」に沿った議論建ての仕方で患

者の自己決定権に言及する一方で、患者の自己決定権行使を妨げうるものと

して「救命のための医師の判断」を対峙させ、自殺など一定の場合を除いて

前者に優越的な価値を認める輸血拒否権論を展開した。学説上でも、輸血拒

否権については、両者の「衝突が問題の核心を形成している」37）という理解

が一般的であるように思う38）。しかし、前述したように、輸血拒否は治療拒

否そのものではないこと、輸血を拒否する患者が死そのものを望んでいると

は考えにくいことを考慮すると、生命にかかわる局面においてまで患者の自

己決定を貫徹させるような輸血拒否権の解釈は、「生き方」の選択ではない

ようにも思われる39）。自分のことは自分で決めるという「自己決定権」コン

セプトからは離れることになるかもしれないが、患者の輸血拒否の意思を尊

重しつつ、治療を望む患者の利益と医師の治療義務や裁量との間で調和を図

る「自己決定権」として輸血拒否権を再構築するという韓国大法院の考え方

は注目に値するといえよう。

　なお、日本の「エホバの証人輸血拒否事件」における最高裁の判示は、こ

のような考え方に近いという見方も可能ではないかと思う。最高裁は、控訴

37）　潮見佳男「判批」ジュリ1202号67頁（2001）。
38）　丸山英二「輸血拒否」法教136号49頁（1992）では、「輸血拒否権の根拠となりうるもの」と

して「自己決定権という意味でのプライバシー権にあたるもの」を挙げており、医師の介入か
ら「放っておかれる」輸血拒否権がイメージされているものと思われる。

39）　山崎友也「現代における「自己決定権」の存在意義」公法78号109頁（2016）でも同様の指
摘がなされている。
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審の用いた「自己決定権」という文言を避けて「人格権」に基づく「輸血を

伴う医療行為を拒否する意思決定をする権利」を尊重する必要を説いた。そ

の一方で「本件の事実関係の下」に限定して、生命に対するリスクの高い無

輸血特約の成立可能性に触れることなく、説明義務違反の違法を判断する枠

組によって問題の処理をした。また、その際には「輸血を伴う医療行為を拒

否する意思決定をする権利」そのものではなく、権利の行使を選択する機会

である「輸血を伴う可能性のある手術を受けるか否かについて意思決定をす

る権利」の侵害に焦点を当てている。このような判断の背景には、生命保護

の価値と、宗教上の信念に基づく人格権保護の価値のはざまで、両者の単純

な衡量を望まない慎重な考えがあったように思われる。仮に衡量した場合、

難しい決断を迫られる場面、例えば無輸血特約を締結した上で手術を実施す

る場面や、患者の意思に反して生命保護を優先すべき場面があることを考え

ると、安易に「自己決定権」を承認することには慎重にならざるを得ない。

つまり、最高裁は、生命保護を理由に輸血拒否権を制限した第１審判決（東

京地裁平成９年３月12日判決）だけでなく、「自己決定権」に基づく輸血拒

否権が生命の価値に優位することを認めた控訴審判決からも距離を置くこと

で、現時点で輸血拒否権についての一般理論を開陳することをためらったと

見ることもできよう40）。ただし、このように慎重な態度をとった最高裁の意

図が「説明を受けた患者の意思決定の中身を尊重せよというもの」41）であり、

なおかつ上記の判示が「患者の「自己決定権」に従う義務を負う医師という

やや硬直的な構図ではなく、患者の「人格」を尊重しながらなお裁量の余地

を有する医師というより柔軟なイメージ」42）に基づいたものであったのなら

ば、前章の分析で明らかにした韓国大法院による輸血拒否権の解釈は、最高

裁の考えに近いものであるように思われる。

　奇しくも韓国では、患者の自己決定権を強調し過ぎた控訴審判決から大法

40）　淺野博宣「判批」憲法判例百選Ⅰ（第７版）51頁（2019）を参照。
41）　樋口範雄「判批」法教239号43頁（2000）。
42）　山崎友也、前掲注（39）論文、109頁。
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院が距離を置くという、わが国と似たような状況が見られた。その大法院に

よる輸血拒否権の解釈を参考にしてわが国の「輸血拒否権」を構築し、権利

内容を明確化することは、最高裁にとって受け入れやすい形で「自己決定権」

の承認を求める一つの契機になるかもしれない。

3.3.2　輸血拒否権と生命保護の境界について

　わが国の「エホバの証人輸血拒否事件」では、最高裁は輸血拒否権を「意

思決定をする権利」と表現し、医師には説明義務を果たしたうえで患者の意

思決定をする権利を尊重するように求めている。ところでこの「権利」につ

いては、射程をどこまで広く見込めるのかについて学説上で多くの議論があ

る。射程を狭く限定する見解43）も説得力があるが、医療上で患者が意思決

定する権利の価値を宗教者に限定して認めるということは考えにくい44）。ま

た、「憲法論を抜きにして論じることで事足りるといいうるのか、疑問を覚

えないわけではない」45）ので、今後憲法論を発展させていく余地は大いにあ

るし、その可能性も高いだろう。ただし、その場合は、憲法的価値と接続さ

れた輸血拒否権に対応する医師の義務や裁量の範囲が問題になると思われる。

　前述したように（3.1.3）、韓国大法院は輸血拒否権の射程を宗教上の信念

に基づくものに限定していない。また、輸血拒否権の根拠が憲法上の自己決

定権と生命権であることから、生命にかかわる状況にならない限り、患者の

輸血拒否の意思は尊重される。「患者の自己決定権を尊重すべき義務が、患

者の生命保護に匹敵する価値を持つと評価される場合」には、患者の輸血拒

否の意思は最大限の保護を受けることになり、生命の保護か患者の意思の尊

重かという究極の衡量まで可能となる。もっとも、実際にどういう条件下で

43）　例えば潮見佳男『不法行為法Ⅰ（第２版）』（信山社、2009）209頁。最高裁の言う「意思決
定をする権利」は「医療の場に限定され、かつ、対抗価値として宗教的人格権が問題となる局
面に限定された射程をもつ」ものであり、「「ライフスタイルに関する自己決定権」の考え方を
採ったものでないし、自己決定権に対する生命価値の一般的劣位を述べたものでもない」。

44）　樋口、前掲注（41）論文、44頁。
45）　矢島基美『現代人権論の起点』（有斐閣、2015）82頁。
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あれば患者の自己決定権と生命の価値が同等と評価できるのか、明確な判断

基準について大法院は明言していないので、医師が輸血を強行するというよ

うなことも考えられる。そのため、韓国の「エホバの証人輸血拒否事件」で、

「生命と自己決定権を比較衡量するのが難しい特別な事情がある」と認めら

れた際に、どのような要素が考慮されたのかを調べておくことは重要だろう。

　大法院は、第１審、控訴審で認定された以下のような事実関係に基づいて

被告医師を無罪とした。① A は「エホバの証人」信徒として他人の血を入

れる行為を宗教的な信念により明白に拒否していた、② A は以前受けた手

術による後遺症で相当な痛みを感じており、日常生活にも相当の支障があっ

たため、人工股関節置換手術を受けることを望んでいた、③被告病院で手術

を受けるより前に３件の病院で診療を受けたが、手術途中相当な出血が生じ

る可能性があり無輸血手術は危険だと説明されていた、④被告人から診療を

受ける過程および手術を準備する過程で、手術途中の出血発生の可能性およ

びその危険性などについて十分に説明されていた、⑤ A の娘は無輸血手術

を受けることに反対して A を説得したが、A は結局自身の宗教的な信念に

より無輸血手術を決定しており、翻意する可能性は低いと考えられた、⑥手

術の過程で深刻な出血が発生したことを除けば、被告人や A にとって想定

外の状況が発生したわけでもなく、⑦深刻な出血とそれによる死亡という結

果も、A 本人は手術の過程で発生しうる最悪の状況と考えて、それを宗教的

な信念によって耐える意思を固めていた、などの要素である。ただし、これ

らの要素はどれも診療過程に余裕のある場合に考慮しうるものであり、生命

保護が原則となる緊急事態において、どのように患者の「人格」を尊重して

いくのかという点に関しては今後の課題として残されている46）。

　その他、本稿では検討することができなかったが、エホバの証人患者が未

成年である場合に生じる自己決定権や親権などの問題、医師の注意義務の水

準や範囲については、別稿で検討したい。

46）　この点について、日本では樋口、前掲注（41）論文、44頁で輸血拒否の意思を示すカードを
携帯するなどの対策が講じられている。
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４　結びにかえて

　生前、竹中先生は、韓国憲法上の自己決定権や幸福追求権をめぐる議論に

強い関心をお寄せになられていた。筆者がそのことを知ったのは、初めて先

生にお会いした2016年春の研究会の折であった。当時、漠然と韓国における

自己決定権の研究をしようと考えていた筆者は、何か研究の糸口が得られな

いかと考え、懇親会場で見かけた竹中先生に思い切って話しかけてみること

にした。立食形式の懇親会であったにもかかわらず、快く会話に応じてくだ

さった竹中先生は、筆者が韓国憲法を比較研究の対象としていることに驚か

れ、次いで自己決定権に関連のあるテーマに関心を持っていると知ってさら

に驚かれ、韓国の良心的兵役拒否や姦通罪をめぐる判例や議論の状況につい

て食い気味にお尋ねになられた。先生の探求心の強さはとても印象的で、今

でもその様子を鮮明に思い出すことができる。その後も、たびたびお便りを

頂き、時には筆者が報告する学会にまで足を運ばれ、励ましていただいたこ

ともあった。思えば「自己決定権論」の著名な研究者である竹中先生が研究

に関心を示してくれたことは、筆者にとって大きな転機の一つだったように

思う。

　本稿は、竹中先生も研究されていた「生と死をめぐる憲法問題」に関係す

る内容であり、先生の飽くなき探求心をわずかなりとも満たせるようなもの

であることを願って執筆した。これまでの御厚情に対する感謝の気持ちとと

もに、本稿を先生のご霊前にささげたい。




